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　今回は、２月 16 日月から受け
付けが始まる所得税の確定申告
と、現在受け付け中の市・県民税
の申告についてお知らせします。
どちらも申告期限は３月 16 日月
です。３月は会場が混雑しますの
で、早めに手続きしてください。

　

所
得
税
の
申
告
期
間
は
、
２
月
16
日
月

〜
３
月
16
日
月
で
す
（
大
和
税
務
署
で
は

２
月
22
日
日
、
３
月
１
日
日
も
申
告
相
談

と
受
け
付
け
を
実
施
し
ま
す
）。

　

申
告
書
記
入
に
関
し
て
、
ご
不
明
な
点

が
あ
る
方
は
、期
間
中
、市
役
所
に
も
会
場

を
設
け
ま
す
の
で
、
税
務
署
員
・
市
職
員

の
指
導
を
受
け
な
が
ら
、
納
税
者
自
身
で

作
成
し
て
く
だ
さ
い
。あ
ら
か
じ
め
、
ご
自

身
で
作
成
し
た
方
も
含
め
、
会
場
で
提
出

で
き
ま
す
。源
泉
徴
収
票
等
の
必
要
書
類
・

筆
記
用
具
・
電
卓
・
前
年
の
申
告
書
の
控

え
な
ど
を
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。市
役
所

へ
の
郵
送
に
よ
る
提
出
は
で
き
ま
せ
ん
の

で
、ご
注
意
く
だ
さ
い
。

　

▽
日
程
・
受
付
時
間　

２
月
16
日
月
〜

３
月
16
日
月　

午
前
＝
８
時
30
分
〜
11
時

（
受
け
付
け
が
120
人
を
超
え
た
場
合
は
午

後
）、
午
後
＝
13
時
〜
16
時
30
分
（
混
雑
状

況
に
よ
っ
て
は
、
受
付
終
了
時
間
が
早
ま

る
場
合
が
あ
り
ま
す
）　

▽
会
場　

市
役

所
401
会
議
室　

※

土
日
除
く
。た
だ
し
２

月
21
日
、
３
月
７
日
の
市
役
所
土
曜
開
庁

日
は
、午
前
中
、市
民
税
課
窓
口
で
申
告
書

の
提
出
受
け
付
け
の
み
実
施
。作
成
指
導

は
行
い
ま
せ
ん
。

申告期限は3月16日

所得税
市・県民税

申告お早めに特集

所
得
税
の
確
定
申
告

問　

大
和
税
務
署（
☎
262
・
９
４
１
１
）

市
・
県
民
税
の
申
告

問　

市
民
税
課（
☎
235
・
８
５
９
４
）

２
月
16
日
か
ら
受
け
付
け
開
始

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

市
役
所
会
場
で
も

な
っ
て
い
る
こ
と
が
多
く
、
こ
の
場
合
は

還
付
申
告
が
で
き
ま
す
。な
お
、
雇
用
保
険

の
失
業
給
付
金
は
非
課
税
で
す
の
で
、
所

得
に
加
え
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

公
的
年
金
や
個
人
年
金
な
ど
か
ら
、
所

得
税
が
源
泉
徴
収
さ
れ
て
い
て
、
扶
養
控

除
や
社
会
保
険
料
控
除
な
ど
控
除
を
追
加

す
る
場
合
は
、
還
付
申
告
が
で
き
ま
す
。た

だ
し
、
複
数
の
年
金
受
け
取
り
が
あ
る
と
、

納
税
申
告
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

給
与
の
年
末
調
整
後
に
、
扶
養
親
族
の

追
加
や
、
社
会
保
険
料
の
提
出
し
忘
れ
な

ど
、各
控
除
に
追
加
が
あ
る
場
合
、還
付
申

告
が
で
き
ま
す
。

　

地
震
や
落
雷
、火
災
な
ど
の
災
害
や
、盗

難
な
ど
に
よ
っ
て
住
宅
や
家
財
に
損
害
を

受
け
た
と
き
は
、
雑
損
控
除
を
利
用
し
て

所
得
税
負
担
を
軽
く
で
き
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。必
要
書
類
は
、
損
失
額
の
明
細
書

と
、
消
防
署
や
警
察
署
か
ら
交
付
さ
れ
た

証
明
書
で
す
。

　

市
・
県
民
税
は
、
今
年
１
月
１
日
現
在
、

海
老
名
市
に
住
所
が
あ
る
方
（
住
民
登
録

は
な
い
が
生
活
の
本
拠
と
し
て
い
る
方
も

含
む
）が
課
税
対
象
で
す
。

　

昨
年
１
年
間
の
収
入
を
基
に
、
一
定
の

所
得
が
あ
る
方
に
対
し
て
、
今
年
６
月
に

課
税
し
ま
す
。収
入
が
な
い
方
で
も
、
同
一

世
帯
家
族
の
税
金
面
の
扶
養
に
な
っ
て
い

な
い
方
は
申
告
が
必
要
で
す
。

　

市
で
は
昨
年
の
申
告
内
容
を
参
考
に
、

市
・
県
民
税
の
申
告
が
必
要
と
思
わ
れ
る

方
に
は
申
告
書
を
郵
送
し
て
い
ま
す
。お

手
元
に
届
い
た
方
は
、
収
入
の
有
無
に
か

か
わ
ら
ず
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。届
い
て

い
な
い
方
で
、
申
告
書
が
必
要
な
場
合
は
、

市
民
税
課
で
用
紙
を
お
渡
し
し
ま
す
。

　

な
お
、
所
得
税
の
確
定
申
告
を
し
た
方

は
、
市
・
県
民
税
の
申
告
は
必
要
あ
り
ま

せ
ん
。

　

▽
申
告
が
必
要
な
方

　

①
平
成
20
年
中
の
所
得
が
少
な
く
、
所

得
税
の
源
泉
徴
収
税
額
が
０
円
で
、
確
定

申
告
を
す
る
必
要
が
な
い
方
（
＝
所
得
が

38
万
円
以
下
の
方
）

　

②
給
与
所
得
者
で
給
与
以
外
の
所
得
の

合
計
額
が
20
万
円
以
下
の
方
（
＝
所
得
税

は
申
告
不
要
で
す
が
、
市
・
県
民
税
の
申

告
が
必
要
）

　

③
公
的
年
金
の
み
の
収
入
で
、
支
給
さ

れ
た
年
金
か
ら
所
得
税
が
源
泉
徴
収
さ
れ

て
い
な
い
方
の
う
ち
、
扶
養
や
保
険
料
な

ど
控
除
に
変
更
が
あ
る
方　

※

源
泉
徴
収

税
額
が
あ
る
方
は
所
得
税
の
確
定
申
告
が

必
要

　

④
遺
族
年
金
・
障
害
年
金
や
雇
用
保
険

な
ど
非
課
税
所
得
を
受
給
さ
れ
て
い
た
方

　

⑤
収
入
が
な
く
、
同
一
世
帯
家
族
に
税

金
面（
年
末
調
整
や
確
定
申
告
）で
の
扶
養

に
な
っ
て
い
な
い
方

　

⑥
扶
養
義
務
者
が
、
単
身
赴
任
な
ど
で

市
外
に
転
出
し
て
い
る
場
合
の
扶
養
親
族

の
方

　

⑦
給
与
所
得
者
で
、
勤
務
先
か
ら
市
役

所
へ
給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
が
な
く
、

所
得
税
の
確
定
申
告
を
し
な
い
方

　

⑧
所
得
税
が
課
税
さ
れ
な
い
方
で
医
療

費
控
除
な
ど
控
除
の
追
加
を
す
る
と
市
・

県
民
税
が
減
額
に
な
る
方　

※

所
得
税
と

市
・
県
民
税
と
で
は
人
的
控
除
な
ど
控
除

額
の
違
い
が
あ
る
た
め
、
控
除
を
追
加
す

る
と
減
額
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

市
・
県
民
税
の
申
告
は
、
２
月
13
日
金

ま
で
は
市
民
税
課
窓
口
で
、
16
日
月
か
ら

は
市
役
所
401
会
議
室
で
受
け
付
け
ま
す

（
閉
庁
日
を
除
く
。土
曜
開
庁
日
は
午
前

中
、市
民
税
課
で
受
け
付
け
）。

　

な
お
、申
告
の
内
容
は
、国
民
健
康
保
険

税
、後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
、介
護
保
険

料
、保
育
料
、児
童
手
当
な
ど
の
算
定
資
料

に
な
り
ま
す
。３
月
16
日
月
ま
で
に
申
告

書
の
提
出
が
な
い
と
、
こ
れ
ら
の
金
額
に

影
響
が
あ
る
ほ
か
、
課
税
証
明
な
ど
諸
証

明
の
発
行
が
で
き
な
く
な
る
場
合
が
あ
り

ま
す
の
で
、
必
ず
期
限
ま
で
に
申
告
し
て

く
だ
さ
い
。

　

▽
受
付
期
間　

２
月
16
日
月
〜
３
月
16

日
月
８
時
30
分
〜
11
時
、
13
時
〜
16
時
30

分
（
土
日
除
く
）　

▽
会
場　

401
会
議
室　

▽
必
要
書
類
等
（
す
べ
て
平
成
20
年
中
の

も
の
）　

①
支
払
金
額
（
収
入
）
が
分
か
る

も
の…

給
与
や
年
金
の
源
泉
徴
収
票
。な

い
場
合
は
１
年
分
の
支
払
明
細
書　

②
社

会
保
険
料
の
支
払
額
が
分
か
る
も
の…

健

康
保
険
・
介
護
保
険
の
領
収
書
や
は
が
き
。

国
民
年
金
は
納
付
証
明
書　

③
生
命
保
険

や
地
震
保
険
、
旧
長
期
損
害
保
険
な
ど
の

控
除
証
明
書　

④
医
療
費
が
あ
る
場
合
は

そ
の
領
収
書（
あ
ら
か
じ
め
合
計
額
を
計

算
し
て
く
だ
さ
い
）　

⑤
遺
族
年
金
や
雇

用
保
険
な
ど
非
課
税
所
得
が
あ
る
場
合

は
、
そ
の
支
払
先
か
ら
の
通
知
書
や
資
料

　

⑥
印
鑑　

⑦
市
・
県
民
税
申
告
書
が
す

で
に
郵
送
さ
れ
て
い
る
場
合
は
そ
の
申
告

書
。

　

※

２
月
13
日
金
以
前
で
も
、
必
要
書
類

が
そ
ろ
っ
て
い
れ
ば
、
市
民
税
課
窓
口
で

申
告
で
き
ま
す
。ま
た
、
申
告
書
は
郵
送
で

も
提
出
で
き
ま
す
が
、
記
入
漏
れ
の
な
い

よ
う
ご
注
意
く
だ
さ
い
。な
お
、
収
入
が
な

い
方
は
非
課
税
と
な
り
ま
す
が
、
市
職
員

が
生
活
状
況（
扶
養
、
学
生
、
預
貯
金
で
生

活
な
ど
）を
お
尋
ね
し
ま
す
。

　

市
・
県
民
税
は
、
前
年
の
所
得
金
額
に

応
じ
た
「
所
得
割
額
」
と
一
定
額
の
「
均
等

割
額
」を
合
算
し
た
額
で
課
税
し
ま
す
。

　

所
得
割
額
は
課
税
所
得
金
額
の
10
％

（
市
民
税
６
％
・
県
民
税
４
％
）
で
、
均
等

割
額
は
４
０
０
０
円
（
市
民
税
３
０
０
０

円
・
県
民
税
１
０
０
０
円
）で
す
。

　

※

平
成
19
年
度
か
ら
23
年
度
ま
で
は
、

県
内
住
民
に
対
し
て
、「
水
源
環
境
の
保
全

お
よ
び
再
生
」に
係
る
超
過
課
税（
県
民
税

所
得
割
０
・
025
％
、
県
民
税
均
等
割
300
円

上
乗
せ
）
が
実
施
さ
れ
て
い
る
た
め
所
得

割
額
は
10
・
025
％
、
均
等
割
額
は
４
３
０

０
円
と
な
り
ま
す
。

　

 

　

所
得
税
か
ら
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控

除
額
が
引
き
き
れ
な
か
っ
た
方
は
、
市
・

県
民
税
か
ら
も
控
除
で
き
ま
す
。平
成
11

〜
18
年
に
入
居
し
た
方
が
対
象
で
す
。詳

し
い
内
容
は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

申
告
書
は
市
民
税
課
窓
口
で
配
布
し
て
い

ま
す
。

　

▽
受
付
期
間
・
会
場　

２
月
13
日
金
ま

で
は
同
課
窓
口
、
16
日
月
〜
３
月
16
日
月

は
401
会
議
室
。

還
付
申
告

納
税
申
告

市
役
所
で
受
け
付
け
る
申
告
内
容

　

給
料
か
ら
所
得
税
が
天
引
き
さ
れ
て
い

る
方
は
、
年
末
調
整
で
税
額
が
精
算
さ
れ

て
い
る
た
め
申
告
は
不
要
で
す
。た
だ
し
、

次
の
場
合
は
申
告
が
必
要
で
す
。

　

①
給
与
を
２
カ
所
以
上
か
ら
受
け
て
い

る
方　

②
中
途
退
職
な
ど
で
年
末
調
整
さ

れ
て
い
な
い
方　

③
給
与
収
入
が
２
０
０

０
万
円
を
超
え
る
方　

④
給
与
所
得
以
外

の
所
得
が
20
万
円
を
超
え
る
方
。

　

国
民
年
金
や
厚
生
年
金
な
ど
の
年
金
額

が
一
定
額
を
超
え
る
方
は
源
泉
徴
収
さ
れ

て
い
ま
す
が
、
年
金
に
は
給
与
の
よ
う
な

年
末
調
整
制
度
が
な
い
た
め
申
告
が
必
要

で
す
。

　

ま
た
、
公
的
年
金
控
除
後
の
所
得
か
ら

各
控
除
を
引
い
た
額
に
残
額
が
あ
る
方

や
、
生
命
保
険
会
社
な
ど
か
ら
受
け
取
る

個
人
年
金
で
、
収
入
か
ら
必
要
経
費（
支
払

保
険
料
等
）
を
差
し
引
い
た
額
が
一
定
額

を
超
え
る
方
は
、申
告
が
必
要
で
す
。

　

公
的
年
金
や
個
人
年
金
収
入
と
、
給
与

収
入
が
あ
る
方
は
、
双
方
の
所
得
を
合
算

す
る
た
め
、基
本
的
に
申
告
が
必
要
で
す
。

た
だ
し
、
給
与
収
入（
年
末
調
整
済
み
）が

あ
っ
た
場
合
で
も
、
年
金
所
得（
公
的
年
金

等
控
除
や
必
要
経
費
の
控
除
後
）
が
20
万

円
以
下
で
あ
れ
ば
、申
告
は
不
要
で
す
。

　

※

市
・
県
民
税
の
申
告
は
必
要
で
す
。

　

生
命
保
険
の
満
期
金
や
保
険
解
約
返
戻

金
は
、
一
時
所
得
と
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
受
け
取
っ
た
保
険
金
か
ら
払
込

保
険
料
を
引
い
た
差
額
が
50
万
円
以
下
の

場
合
、所
得
税
は
か
か
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
株
式
の
配
当
金
は
配
当
所
得
と

し
て
課
税
さ
れ
ま
す
が
、
上
場
株
式
等
の

配
当
は
、
受
け
取
り
時
に
税
率
10
％（
所
得

税
７
％
、
市
・
県
民
税
３
％
）で
源
泉
徴
収

さ
れ
る
た
め
、申
告
は
不
要
で
す
。

　

※

上
場
株
式
以
外
の
配
当
は
、
受
け
取

り
時
に
所
得
税
の
み
税
率
20
％
で
源
泉
徴

収
さ
れ
、
確
定
申
告
で
税
額
を
精
算
し
ま

す
。た
だ
し
、１
年
間
の
受
領
額
が
、10
万
円

課
税
対
象
は
今
年
１
月
１
日
現
在
市
内
に

住
所
の
あ
る
方

市
・
県
民
税
の
申
告
が
必
要
な
方

申
告
の
方
法

　
　
　

 

〜
３
月
16
日
ま
で
に
手
続
き
を
〜

⑴
給
与
所
得

⑶
公
的
年
金
等
と
給
与
所
得

⑷
一
時
所
得
や
配
当
所
得

⑴
医
療
費
控
除

⑵
年
の
途
中
で
退
職

⑶
公
的
年
金
等
か
ら
の
税
金
が
納
め
過
ぎ

⑸
災
害
や
盗
難
に
あ
っ
た

⑷
給
与
の
年
末
調
整
後
に
追
加
す
る
控
除
が
あ
る

⑵
公
的
年
金
等
所
得

市
・
県
民
税
の
税
率

市
・
県
民
税
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
申
告
も
受
付
中

　これまで年４回の納期に納付書や口座振替で支
払っていた、公的年金にかかる市・県民税が次の
とおり、10月支給分の年金から特別徴収（天引き）
されるようになります。
　 ▽対象となる年金
　老齢基礎年金（国民年金含む）・老齢厚生年金・
退職金共済年金など　
　 ▽対象となる方
　今年４月１日現在、65歳以上の老齢基礎年金等

を受けている方で、市・県民税の納税義務がある
方。なお、次の方は特別徴収の対象となりません。
①老齢基礎年金等の給付額の年額が18万円未満の
　方　
②特別徴収税額が老齢基礎年金等の給付額の年額
　を超える方　
③介護保険の特別徴収対象被保険者でない方
　 ▽徴収方法・実施時期
　公的年金等に係る所得割額および均等割額を、
年６回の年金支給時に特別徴収します（表１参
照）。　※給与所得など公的年金以外に係る所得割
額は別途徴収となります。　

　市・県民税に係る寄附金税制が改正されました。
平成20年中の寄附から適用されます。改正点は次

のとおりです。
①これまでの所得控除方式から税額控除方式に　
　変わりました
②適用下限額が10万円から5000円に引き下げら
　れました
③市区町村・都道府県に対する寄附金（＝ふるさと
　納税）については特例控除が上乗せされました
④市の条例で指定した寄附金も寄附金控除の対象
となりました（表２参照）。
　 ▽控除の計算方法と金額
　表3のとおり。
　 ▽控除を受けるには
　寄附をした市区町村・都道府県等が発行する領
収書を添付して、住所地の市区町村に申告書を提
出してください。なお、所得税の確定申告を行う場
合は、申告は不要です。

◎

公的年金からの特別徴収（天引き）が始まります
～10月支給分から～

◎

市・県民税に係る寄附金について　

平成21年度から

市・県民税
　変わります

【表１】市・県民税からの徴収方法
（例）　Ａさん　６５歳以上
　　　公的年金収入　２，５００，０００円　　市・県民税額　年額３６，０００円

※次年度以降も収入・税額に変更なしとして計算
Aさんが支払う税額と徴収方法

徴収方法
徴収月従来

平成
21
年度

平成
22
年度
以降

年額の４分の１ずつ
１０月 １月

９，０００円
徴収税額

徴収方法
徴収月

徴収税額

徴収方法
徴収月

徴収税額

９，０００円

普通徴収

９，０００円

６月 ８月

普通徴収

１０月

下半期（年金支給日に特別徴収）

６月 ８月

９，０００円

９，０００円 ９，０００円 ６，０００円
年額の４分の１ずつ 年額から上半期に徴収した額を

差し引いた額の３分の１ずつ
６，０００円 ６，０００円

２月６月

１２月 ２月

８月 １０月 １２月

上半期（年金支給日に特別徴収）下半期（年金支給日に特別徴収）
４月

６，０００円 ６，０００円 ６，０００円
前年下半期分の総額の３分の１ずつ

６，０００円 ６，０００円 ６，０００円

年額から上半期に徴収した額を
差し引いた額の３分の１ずつ

【表２】　控除の対象となる寄附金 【表3】　寄附金控除額の計算方法

◇基本控除額が市・県民税から税額控除されます

基本控除・・・（地方公共団体等に対する寄附金の合計額－5000）×10％
◇ふるさと納税の場合は、基本控除に加え、特例控除が上乗せされます

特例控除・・・（地方公共団体に対する寄附金の合計額－5000円）
　　　　 ×［90％－寄附者に適用される所得税の限界税率（0～40％）］

※特例控除については、市・県民税所得割額の１割が限度となります。
また、控除の対象となる寄附金額は、地方公共団体に対する寄附金以外
の寄附金と合わせて、その年の総所得金額等の30％が限度となります

（例）　年収700万円の方が地方公共団体に3万円寄附した場合
　　　 所得税の限界税率は10％として計算

基本控除
2,500円

控除対象外
（適用下限額）
5,000円

特例控除  20,000円

寄附金額   30,000円

所得控除
2,500円

控除対象額   25,000円

市・県民税からの控除  22,500円

控除額合計  25,000円

海老名市が条例で指定した控除の対象となる寄附金
○神奈川県内に事務所または事業所を有する下記の法人
　又は団体に対するもの

市・県民税の寄附金控除の対象は、
①都道府県・市区町村・特別区
②神奈川県共同募金会　　　　に限定
③日本赤十字社神奈川県支部

改
正
前

①指定寄附金（一定の要件を満たすものとして財務大臣が指
定した寄附金）　②独立行政法人　③地方独立行政法人
　④特殊法人等のうち所得税法に規定する特定公益増
進法人に該当する法人　⑤公益社団・財団法人　⑥学校
法人　⑦社会福祉法人　⑧更生保護法人　⑨認定特定
公益信託の信託財産とするために支出した金銭　⑩認
定NPO法人

※個人県民税は県の条例で指定したものが対象となりま
す。詳細は県税務課　（☎045・210・2321）へ
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源
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収
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な
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収
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額
が
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か
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印
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告
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銀
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⑥
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控
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き
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す
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病
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産
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①
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師
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治
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け
た
際
の

費
用　

②
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療

用
に
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③
介
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④
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▽
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①
医
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計
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し
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だ

さ
い
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②
高
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等
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け
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も
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③
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運

賃
と
通
院
回
数
の
合
計
額
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記
載
し
た
メ

モ
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ど
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　確定申告とは、前年１年間（１月１日～12月31日）の
所得とそれに対する所得税額を計算して、税務署に申
告し納税する（または還付を受ける）手続きのことです。
　確定申告に必要な主な書類は市民税課でも配布し
ています。なお、贈与税や消費税申告等については、大
和税務署へお問い合わせください。
　※申告の方法などを分かりやすく説明した冊子「確定
申告書の手引き」を税務署、市民税課窓口で配布して
いますので、ご利用ください。

　市役所会場では、事業（営業・農業等）、不動産（家
賃収入・駐車場収入等）、譲渡所得（総合課税・分離
課税）、損失申告、青色申告や、平成 19年分以前の申
告相談は行いません（記載済みで提出のみの方は収
受します）。申告をする方は、大和税務署へ。

　税務署では、インターネットを利用して確定申告をする
ｅ‐Ｔａｘ（国税電子・申告納税システム）を推進していま
す。このシステムを利用すると税額控除を受けることが
できます（平成 19年分で適用を受けた方は除く）。詳細
は税務署にお問い合わせください。
　また、国税庁ホームページ内の「所得税の確定申告
書作成コーナー」では、申告書の作成ができ、プリントア
ウトした申告書はそ
のまま提出できます。
詳しくは、同ホームペ
ージ（□HP http://ww
w.nta.go.jp）をご覧
ください。
　問　大和税務署
（☎262・9411）。

事業所得・譲渡所得等は大和税務署へ

ご利用ください e‐Tax　国税庁ホームページ

確定申告とは

上記に加え、所得税で寄附金控除の対象となっている寄附金
(国、政党等に対する政治活動に関するものは除く）の中から
都道府県・市区町村がそれぞれ条例で指定することにより、市・
県民税の寄附金控除が受けられることになりました。
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後


